
貸 借 対 照 表 

〔 2026 年３ 月 31 日現在〕  

 

(単位： 千円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

＜資産の部＞ 
 

＜負債の部＞ 
 

流動資産 2,997,891 流動負債 585,254 

現金及び預金 2,473,773 営業未払金 463,665 

営業未収入金 274,828 １ 年内返済予定の⾧期借入金 6,832 

商品 51,030 未払金 11,754 

前払費用 1,227 未払費用 17,939 

未収還付消費税等 171,818 未払法人税等 4,400 

その他 25,213 前受金 36,016 
  

賞与引当金 42,876 

固定資産 8,131,829 その他 1,769 

有形固定資産 3,787,546 
  

建物 2,226,146 固定負債 7,435,681 

構築物 87,751 ⾧期借入金 7,276,695 

機械装置 78,761 受入敷金保証金 38,600 

車輌運搬具 85,585 退職給付引当金 120,385 

工具器具備品 99,992   

建設仮勘定 1,209,309 負 債 合 計 8,020,936 
    

無形固定資産 4,340,081 ＜純資産の部＞ 
 

公共施設等運営権 2,326,728 株主資本 3,108,784 

公共施設等運営権更新投資 2,005,372 資本金 100,000 

商標権 614 資本剰余金 8,177,000 

ソ フ ト ウ エア 7,015 その他資本剰余金 8,177,000 

その他 351 利益剰余金 △ 5,168,215 
  

その他利益剰余金 △ 5,168,215 

投資その他の資産 4,200 繰越利益剰余金 △ 5,168,215 

⾧期前払費用 4,046   

その他 153 純 資 産 合 計 3,108,784 
    

資 産 合 計 11,129,720 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,129,720 

 

  



 

損 益 計 算 書 

2025 年４ 月 １ 日 

2026 年３ 月 31 日 

 

(単位： 千円) 

科  目 金  額 

売  上  高 2,889,604 

売  上  原  価 2,821,950 

売 上 総 利 益 67,653 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 599,344 

営 業 損 失 531,690 

営 業 外 収 益 11,368 

受 取 利 息 3,677 

補 助 金 収 入 6,678 

そ の 他 1,012 

営 業 外 費 用 68,007 

支 払 利 息 52,422 

支 払 保 証 料 11,090 

固定資産除却損及び除却関連損 4,288 

そ の 他 206 

経 常 損 失 588,330 

税 引 前 当 期 純 損 失 588,330 

法人税、 住民税及び事業税 4,963 

当 期 純 損 失 593,293 

  



株主資本等変動計算書 

2025 年４ 月 １ 日 

2026 年３ 月 31 日 

 

(単位： 千円) 

   株主資本 

純資産 

合計 

   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

   
その他 

資本剰余金 

資本剰余金 

合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 
   

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 100,000 8,177,000 8,177,000 △ 4,574,922 △ 4,574,922 3,702,077 3,702,077 

 当期純利益 ― ― ― △ 593,293 △ 593,293 △ 593,293 △ 593,293 

当期変動額合計 ― ― ― △ 593,293 △ 593,293 △ 593,293 △ 593,293 

当期末残高 100,000 8,177,000 8,177,000 △ 5,168,215 △ 5,168,215 3,108,784 3,108,784 

 



個 別 注 記 表 

1. 記載金額は千円未満を切り 捨てで表示し ており ます。  

 

2. 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

(1) 資産の評価基準およ び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 ・ ・ ・  先入先出法によ る 原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿

価切下げの方法によ って算出）  

貯蔵品 ・ ・ ・  最終仕入原価法（ 貸借対照表価額は収益性の低下に基づく 簿価切下げ

の方法によ って算出）  

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 ・ ・ ・  定額法を採用し ており ま す。  

無形固定資産 ・ ・ ・  定額法を採用し ており ま す。 なお、 ソ フト ウ ェ ア（ 自社利用分） につ

いては、 社内における 利用可能期間（ 5 年） に基づく 定額法によ って

おり ます。  

⾧期前払費用 ・ ・ ・  定額法を採用し ており ま す。  

 

(3) 引当金の計上基準 

賞与引当金 ・ ・ ・  従業員に対し て支給する 賞与の支出に充てる ため、支給見込額のう ち、

当事業年度に負担する 額を計上し ており ま す。  

退職給付引当金 ・ ・ ・  従業員の退職給付に備える ため、 当事業年度末における 退職給付債務

の見込額に基づき 計上し ており ま す。  

 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

    当社の顧客から 生じ る 収益に関する 主な履行義務の内容及び履行義務を充足する 通常の時点（ 収益 

      を認識する 通常の時点） は以下の通り であり ま す。  

 

① 施設管理運営事業 

 主に旅客タ ーミ ナルビル等の管理運営、 不動産賃貸等の事業を行っており ま す。  

家賃収入は、 保有する 空港ビル施設等を賃貸し ており 、 賃貸借取引については「 リ ース 取引に

関する 会計基準」（ 企業会計基準第 13 号 2007 年 3 月 30 日。 以下「 リ ース会計基準」 と いう 。）

等に従い収益を認識し ており ます。  

施設利用収入は、 主にラ ウ ンジ利用サービス を提供する 義務を負っており ま す。 当該履行義務

は顧客がラ ウ ンジを利用する こ と で充足さ れ、履行義務の充足をも って収益を認識し ており ま す。 

 広告収入は、 主に広告盤面の掲載等の役務を提供する 義務を負っており ま す。 当該履行義務は

その役務の完了をも って充足さ れる も のであり 、 履行義務が一時点で充足さ れる 場合にはサービ

ス 提供完了時点において、 一定期間にわたり 充足さ れる 場合にはサービス 提供期間に渡り 定額で

収益を認識し ており ま す。  



 

② 物販事業 

 主に直営店舗での商品販売を行っており ま す。  

商品売上については、 顧客に対し て商品を引き 渡す義務を負っており ま す。 当該履行義務は商

品を顧客に引き 渡すこ と で充足さ れる と 判断し ており 、 当該商品の引渡時点において収益を認識

し ており ま す。 ま た、 顧客への商品の販売と 同時に取引先よ り 商品を仕入れる 消化仕入れについ

ては、 当社の役割が代理人と し ての性質が強いと 判断さ れる ため、 顧客から 受け取る 額から 仕入

先に支払う 額を控除し た純額で収益を認識し ており ま す。  

 

③ 駐車場事業 

 駐車場の運営を行い、 顧客に対し て駐車サービス を提供する 義務を負っており ま す。 当該履行

義務は顧客が駐車場を利用する こ と で充足さ れる も のであり 、 履行義務が一時点で充足さ れる 場

合にはサービス 提供完了時点において、 一定期間にわたり 充足さ れる 場合にはサービス 提供期間

にわたり 定額で収益を認識し ており ま す。  

  

④ 空港運営事業 

空港運営事業の主な収入は、 着陸料収入であり ま す。  

着陸料収入は、 顧客に対し て航空機の発着時に必要な施設利用に関する サービス を提供する 義

務を負っており ま す。 当該履行義務は航空機が発着し た時点において充足さ れる も のと 判断し 、

その時点において収益を認識し ており ま す。  

 

3. 会計上の見積り に関する 注記 

有形及び無形固定資産の減損 

 (1) 当年度の計算書類に計上し た金額 

有形固定資産 3,787,546 千円、 無形固定資産 4,340,081 千円 

 

   (2) その他の情報 

① 算出方法 

  資産に減損の兆候が存在する 場合には、 当該資産の将来キャ ッ シュ ・ フロ ーに基づき 、 減損 

 の要否の判定を実施し ており ま す。 減損の要否に係る 判定単位である キャ ッ シュ ・ フロ ー生成 

 単位については、 他の資産又は資産グループのキャ ッ シュ ・ イ ンフロ ーから 概ね独立し たキャ  

 ッ シュ ・ イ ンフロ ーを生成さ せる も のと し て識別さ れる 資産グループを最小単位と し ており ま 

 す。  

 

② 主要な仮定 

  将来キャ ッ シュ ・ フロ ーの算出において用いた主要な仮定は、 当社の運営する 高松空港の 

    航空旅客数及び航空旅客一人当たり の商業売上金額であり ます。  

 

 

 



③ 翌年度の計算書類に与える 影響 

      主要な仮定である 航空旅客数及び航空旅客一人当たり の商業売上金額は、 不確実性が高く 、  

          翌年度以降の旅客数及び一人当たり の商業売上金額が、 当期の想定よ り も 下回った場合、  

          有形及び無形固定資産の減損損失が発生する 可能性があり ま す。  

 

4. 貸借対照表に関する 注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額      2,497,089 千円 

(2) 関係会社に対する 金銭債権・ 金銭債務 

    短期金銭債務                               11,506 千円

 

5. 損益計算書に関する 注記 

関係会社と の取引 

営業取引によ る 取引高  

 売上高 1,639 千円 

 売上原価 5,599 千円 

 販売費及び一般管理費 28,660 千円 

営業取引以外の取引によ る 取引高 11,090 千円 

  

6. 株主資本等変動計算書に関する 注記 

発行済株式の種類及び総数に関する 事項 

  
当期首株式数

（ 株）  

当期増加株式数

（ 株）  

当期減少株式数

（ 株）  

当期末株式数

（ 株）  

発行済株式         

普通株式 8,277 ー ー 8,277 

合 計 8,277 ー ー 8,277 

 

7. 税効果会計に関する 注記 

    繰延税金資産の発生の主な原因は、 税務上の繰越欠損金であり ま すが、 将来の課税所得の見込みを 

    考慮し た結果、 回収不能と 判断し て全額評価性引当額を認識し ており ま す。  

 

8. 金融商品に関する 注記 

(1) 金融商品の状況に関する 事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し 、資金調達については主に銀行借入によ る 方

針です。  

短期借入金の使途は運転資金を目的と し たも のであり 、支払利息の金利は一定期間ごと に金利が更

改さ れる 条件と なっており ま す。  

１ 年内返済予定の⾧期借入金及び⾧期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的と し たも

のであり 、 支払利息の金利は固定です。  

 

 



(2) 金融商品の時価等に関する 事項 

  2026 年 3 月 31 日における 貸借対照表計上額、 時価及びこ れら の差額については、 次のと おり で 

   あり ま す。 なお、 現金、 預金及び短期借入金は短期間で決済さ れる ため時価が帳簿価額にほぼ等し い 

こ と から 、 注記を省略し ており ま す。  

（ 単位： 千円）  

 
貸借対照表計上額 

（ ＊１ ）  

時価 

（ ＊１ ）  
差額 

１ 年内返済予定の 

⾧期借入金 
(6,832) (6,735) △97 

⾧期借入金 (7,276,695) (6,881,891) △394,804 

 

 （ ＊１ ） 負債に計上さ れている も のについては、（  ） で示し ています。  

 （ 注１ ） 時価の算定に用いた評価技法及びイ ンプッ ト の説明 

①  1 年内返済予定の⾧期借入金 

      1 年内返済予定の⾧期借入金の時価は、 元利金の合計額を、 当該債務の残存期間及び信用 

    リ ス ク を加味し た、 新規に同様の借入を行った場合に想定さ れる 利率を基に、 割引現在価値法 

    によ り 算定し ており ま す。   

②  ⾧期借入金 

      ⾧期借入金の時価は、 元利金の合計額を、 当該債務の残存期間及び信用リ ス ク を加味し た、  

新規に同様の借入を行った場合に想定さ れる 利率を基に、 割引現在価値法によ り 算定し ており  

ま す。  

 

9. 賃貸等不動産に関する 注記 

(1) 賃貸等不動産の状況に関する 事項 

  当社は、 香川県高松市において、 賃貸用の旅客タ ーミ ナルビル、 貨物タ ーミ ナルビル等を所有し て 

 おり ま す。  

 

(2)賃貸等不動産の時価等に関する 事項 

（ 単位： 千円）  

貸借対照表計上額 時価 

    2,226,146 2,230,000 

（ 注 1） 貸借対照表計上額は、 取得原価から 減価償却累計額を控除し た金額であり ます。  

（ 注２ ） 当事業年度末の時価は、 社外の不動産鑑定士によ る 不動産鑑定評価書に基づいて算定し たも

のです。  

 

 

 

 

 



 

10. 関連当事者に関する 注記 

 

属性 
会社等の 

名称 

議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

と の関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（ 千円）  
科目 

期末残高 

（ 千円）  

親会社 三菱地所 

株式会社 

（ 被所有）  

73％ 

当社銀行借入

金に対する 被

債務保証 

被 債 務 保 証 

（ 注 1）  

5,500,000 ― ― 

保証料の支払

（ 注 2）  

11,090 未払金 11,090 

主要 

株主 

大成建設 

株式会社 

（ 被所有）  

12％ 

請負工事及び

設計業務委託

契約の締結 

請負工事及び

設計業務の発

注（ 注 3）  

1,185,391 ― ― 

主要 

株主の 

子会社 

大成ロ テッ

ク  

株式会社 
― 

請負工事及び

土木経常維持

修繕業務委託

契約の締結 

請負工事及び

土木経常維持

修繕業務等の

発注(注 4) 

235,197 営業未

払金 

185,086 

（ 注1）  当社の金融機関から の借入金の一部に対し て債務保証を受けており ま す。 こ の借入金は事業 

資金及び設備更新に必要な資金の調達を目的と し たも のであり ます。 取引金額には、 被債務保

証の当該事業年度期末残高を記載し ており ま す。  

（ 注2）  保証料については、 市場相場を勘案し て一般の取引条件と 同様に決定し ており ま す。  

（ 注3）  請負工事の発注については、 大成建設株式会社と 交渉の上、 市場の実勢を勘案し て価格を決定

し ており ます。  

（ 注4）  請負工事の発注については、 大成ロ テッ ク 株式会社と 交渉の上、 市場の実勢を勘案し て価格を

決定し ており ま す。  

 

11. 1 株当たり 情報に関する 注記 

(1) 1 株当たり 純資産額     375,593 円 11 銭   

(2) 1 株当たり 当期純損失     71,679 円 79 銭   

 

12. その他の注記（ 公共施設等運営事業に関する 注記）  

(1) 当社が実施する 公共施設等運営権の概要 

① 事業名称 高松空港特定運営事業等 

② 事業の対象と なる 公共施設等の名称及び種類 

（ 名称） 高松空港 

 所在地 香川県高松市香南町岡 1312 番地 7 

（ 種類） 空港基本施設及び空港航空保安施設、 空港機能施設等 

③ 運営権対価の支出方法 

運営権取得時に全額を支払っており ま す。  



④ 運営権設定期間 

2017 年 10 月１ 日～2032 年 9 月 30 日 

⑤ 残存する 運営権設定期間 

2026 年 ４ 月 1 日～2032 年 9 月 30 日 

 

(2) 公共施設等運営権の減価償却の方法 

「 2.重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 (2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」 に記載

の通り であり ます。  

 

(3) 更新投資に係る 事項 

① 主な更新投資の内容及び投資を予定し ている 時期 

主な更新投資の内容 予定時期 

タ ーミ ナルビルリ ニュ ーアル工事 2025 年 3 月期～2027 年 3 月期 

② 更新投資に係る 資産の計上方法 

      更新投資を実施し た際に、 当該更新投資のう ち資本的支出に該当する 部分に関する 支出額を、 

     資産と し て計上し ており ま す。  

③ 更新投資に係る 資産の減価償却の方法 

「 2.重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 (2)固定資産の減価償却の方法 無形固定資産」  

     に記載の通り であり ま す。  

④ 翌事業年度以降に実施する と 見込ま れる 更新投資のう ち、資本的支出に該当する 部分の内容及 

   びその金額 

主な更新投資の内容 予定金額 

タ ーミ ナルビルリ ニュ ーアル工事 5,000,000 千円 

 


